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はじめに 

 

 本書は、消防機関の行う救急業務、救助業務及び都道府県の行う消防防災ヘリ

コプターによる消防活動に関する実施状況について、数値デ－タ等を基に体系的

に整理した統計資料集であり、これらの活動に関する現状を的確に把握する上で

の重要な基礎資料として毎年度発行している。 

 消防機関の行う救急業務は、昭和 38 年に法制化されて以来、我が国の社会経

済活動の進展に伴って年々その体制が整備され、国民の生命・身体を守る上で不

可欠な業務として定着している。令和５年中の救急自動車による救急出動件数は

763 万 8,558 件（対前年比 40 万 8,986 件増）、搬送人員は 664 万 1,420 人（対

前年比 42 万 4,137 人増）で、救急出動件数、搬送人員ともに集計を開始した昭

和 38年以降、最多を記録した。一方、現場到着までの平均所要時間は約 10.0分、

病院等収容までの平均所要時間は約 45.6 分となっており、新型コロナウイルス

感染症禍前の令和元年と比べ、延伸している。 

救急搬送については、より迅速かつ効果的に救急業務を行うことを目的として、

現状の医療資源を前提に、傷病者の状態に応じた適切かつ円滑な救急搬送及び受

入体制の構築を図るため、平成 21 年に施行された消防法の一部を改正する法律

（平成 21年法律第 34号）に基づき、都道府県は、消防機関や医療機関等で構成

する協議会での審議を経て「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」を策

定している。 

救急救命士については、平成３年以降、処置範囲の拡大が図られており、平成

15 年の心肺機能停止傷病者に対する包括的指示下での除細動をはじめ、気管挿

管、薬剤投与（アドレナリン）、自己注射が可能なアドレナリン製剤によるアド

レナリンの投与（エピペン）、ビデオ硬性挿管用喉頭鏡の使用が認められた。さ

らに、平成 26 年４月から、重度傷病者に対する心肺機能停止前の静脈路確保及

び輸液並びに血糖測定と低血糖発作時のブドウ糖溶液投与の処置が追加された

ところである。 

 平成 16 年に非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用が認め

られたことを契機に、消防庁では、住民に対する応急手当の普及啓発活動を推進

しているところであり、現場に居合わせた人（バイスタンダ－）が応急手当を行

うことで、生存率や社会復帰率の向上が期待される。また、より専門性を高めつ

つ受講機会の拡大等を図るため、継続的に応急手当の普及啓発体制の見直しを行

っており、小児・乳児・新生児に対する心肺蘇生法を学ぶ普通救命講習Ⅲ、応急

手当の導入講習に位置づけられる救命入門コースといった講習カリキュラムの

追加や、WEB 講習（e-ラーニング）を用いた分割型講習の導入など、体制の拡大

を図っている。 

 また、消防庁では、救急業務を安定的かつ持続的に提供するため、マイナンバ

ーカードを活用した救急業務の円滑化（マイナ救急）の全国展開の推進や、救急

安心センター事業（♯7119）の全国展開を進めているところである。 

消防機関の行う救助業務は、昭和 61 年４月の消防法改正により、救助隊が法



的に位置づけられ、対象とする事案は、火災、交通事故、水難事故、自然災害か

らテロ災害などの特殊な災害まで広範囲に及んでおり、気候変動や社会情勢によ

る激甚化・複雑多様化する災害が増加している。 

平成 16 年 10 月に発生した新潟県中越地震、平成 17 年４月に発生した JR 西

日本福知山線列車事故等の大規模な災害事象が発生している状況を踏まえ、全国

的な救助体制強化の必要性が高まり、平成 18 年４月「救助隊の編成、装備及び

配置の基準を定める省令（昭和 61年自治省令第 22号）」を改正し、新たに特別

高度救助隊及び高度救助隊を創設した。これらの隊は、従来の救助器具に加えて、

要救助者の捜索活動に活用される高度な救助器具を装備するとともに、専門的か

つ高度な救助技術に関する知識・技術を兼ね備えた隊員で構成されている。 

消防庁では、消防組織法第 50 条の規定による無償使用制度により、主要都市

に特別高度工作車等の車両、また、緊急消防援助隊ＮＢＣ災害即応部隊に化学剤

検知器、生物剤検知器、大型除染システムといったＮＢＣ災害対応資機材の整備

を進めているところである。さらには、近年増加している土砂災害や浸水等の風

水害への対応力強化を図るため、重機及び重機搬送車、小型救助車、高機能救命

ボート、建物崩壊・土砂監視センサー等を全国に配備した。 

国際消防救助隊は、昭和 61 年の発足から令和５年２月にトルコ共和国南東部

で発生した地震災害への派遣まで、計 22 回の海外派遣実績を有しており、その

高度な知識及び技術を用いた救助活動に対しては、高い評価を得ている。消防庁

では、被災国等からの要請に応じ、速やかに国際消防救助隊を被災地に派遣し、

捜索救助活動ができるよう体制を整え、隊員へ研修や訓練を実施している。 

航空消防防災体制については、46都道府県域に 77機（総務省消防庁保有５機

を含む）の消防防災ヘリコプターが配備されている。 

消防防災ヘリコプターは、消防防災業務に幅広く活用され、令和５年中の出動

実績は、救急出動 2,429件、救助出動 1,915件、火災出動 951件、情報収集・輸

送等出動 145件、総出動件数は 5,440件となっている。 

 消防防災ヘリコプターは、山間部、離島等における救急救助活動等に極めて有

効であるとともに、大規模災害時において広域的に活動する任務を担い、その高

速性及び機動性を生かし救助、救急及び情報収集等を実施している。今後とも、

計画的な整備、積極的な活用と安全かつ効果的な運航を推進していくこととして

いる。 

 本書に掲載した統計データは、各都道府県及び消防本部において救急・救助・

航空を巡る地域の諸課題に係る検討を深める際の重要な基礎資料として活用で

きるものであり、本書が救急業務、救助業務及び消防防災ヘリコプターによる消

防活動の充実に資することを期待するものである。 

 

令和７年１月 
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